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要旨 :

学校種間の接続問題が教育改革の主要なテーマとなっている。中高一貫教育が法制化され、各地で小中一貫教

育の実践が進み、さらに、最近は幼少連携の在り方が大きな話題となっている。およそ10年前から小中一貫教育

は研究開発学校で進められたが、その後、構造改革特区制度を使って全国に波及した。ところが、改革のスピー

ドが速かったこともあって当初の理念とは異なる実態も垣間見られ、小中一貫教育の効果や課題が十分に検証さ

れていないように思える。そこで、本稿は、おもに研究開発学校や構造改革特区における実践を通して、小中一貫

教育の効果とその課題を検証した。
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はじめに

教育改革の大きな柱に学校種間の接続問題が

ある。戦後、日本は長いあいだ単線型の 6・ 3・ 3

義務教育制度 (以下 6。 3・ 3制 )であった。と

ころが、しばらくすると、6・ 3。 3制は画一的であ

るとする批半Jが登場する。とく|こ 1984年 0こ発足し

た臨時教育審議会以降、6・ 3・ 3制見直しの論議

が活発化する。すでに 1962年 に高等専門学校が

開設され、この時点で 6。 3・ 3制は単線型学校

体系であると厳密にはいえないが、臨教審以降の

自由化路線がこの流れに拍車をかけたといえる。

しかし、6・ 3。 3制に対する批判と学校種間の

新たな接続のもとに生まれた中高一貫教育や小中

一貫教育も、後述するようにその理念と現実の間

に様々なズレがあることが確認できる。必ずしも

新たな学校種間の接続が当初の理念や目的のま

まに実現したとはいえない。

本稿の目的はこうしたズレが生じる背景を探る

とともに、小中一貫教育が抱える諸課題を明らか

にすることである。すでに中高一貫教育が法制化

され、いま小中一貫教育の法制化が検討されて

いる。こうした動きがしだいに幼小連携・幼小一

貫教育へと繋がる可能性は高い。幼小の接続問

題をよリスピーデイーに議論するためにも小中一貫

教育の諸課題を整理することが必要である。



1.中高一貫教育か ら小 中一貫教育ヘ

戦後誕生した 6・ 3・ 3制は、戦前の複線型学校

体系を廃した教育の機会均等にもとづく単線型学

校制度であるところにひとつの特徴がある
1:併

せて戦前の特権的な中等教育を開放して9年間の

義務教育を確立したこと、男女共学を実施したこ

となど 戦後民主主義の象徴的な制度であった。

初めて 6・ 3・ 3制の見直しが話題となるのは、

第 3の教育改革と呼ばれた 1971年の中教審答申

からである。「今後における学校教育の総合的な

拡充整備のための基本的な施策について」と題す

る本答申は、その第 2章第 2節「人間の発達過

程に応じた学校体系の開発」で 6・ 3・ 3制の見直

しに言及する。すなわち、「4、 5歳児から小学校

の低学年児童までを同じ教育機関で一貫した教

育を行なうこと」、「中等教育が中学校と高等学校

に分割されていることに伴う問題を解決するため、

これらを一貫した学校」で行なうこと、さらに、「小

学校と中学校、中学校と高等学校のくぎり方を変

えることによって、各学校段階の教育を効果的に

行なう」などを提言した。臨教審以降、教育改革

の主要テーマとなる幼小一貫教育、小中一貫教育、

中高一貫教育といった学校種間の接続問題に初

めてふれる提言であった。

71答申以降、経済界からも6・ 3・ 3制見直し

の声が挙がる。1979年に経済同友会は「多様化

への挑戦」と題する提言を出すが、日本の教育

が 6・ 3・ 3制 という単線型に固執するあまり能力

のある者の成長が妨げられ、落ちこぼれも増加し

たと批判した
2t

さらに、経済同友会は 1984年にも「創造性、

多様性、国際性を求めて」と題する提言をまとめ

る。前回と同じく6・ 3・3制の見直しに言及し、「白

紙状態で 6・ 3・ 3か 6・ 6かの二者択一を迫られ

るならば、中間に入試がなく、ゆとりをもって学

習できる 6・ 6のほうが望ましυ」 と断言した
3な

この提言と同じ時期に発足した臨教審も、翌年

に「教育改革に関する第一次答申」をまとめる。

この答申は経済同友会の提言をさらに具体化した

内容であった。すなわち、6・ 3・ 3制の多様化と

して「6年制中等学校」を明確に打ち出したので

ある。90年代後半に実現する中高一貫教育の選

択的導入は、このときから始まる。

6・ 3・ 3制改革のひとつである学校種間の接

続をめぐる議論は90年代後半から本格化する。

1996年 3月、経済団体連合会 (通称、経団連)

は「創造的な人材の育成にむけて」を提言、「教

育にゆとりをもたらす上で、いわゆる一貫校教育

によってカリキュラムを効率的に編成することは有

効」であるとし、「公立学校においても、受験競

争を起こさぬ配慮を前提に、中高一貫教育の学

校整備を進める」
4)こ とを要望した。

こうした経済界の動きと歩調を合わせるように、

文部省も学校種間の接続問題を答申に盛り込む。

1995年 、与謝野馨文相は「21世紀を展望した我

が国の教育の在り方について」を中教審に諮問、

96年 7月に第 1次答申、97年 6月 に第 2次答申

をまとめる。とくに第 2次答申の第 3章「中高一

貫教育」においてその必要性を詳しくまとめてい

る。すなわち、中高一貫教育は学校生活にゆとり

をもたらし、中等教育全体の多様化、複線化で子

どもに選択の幅が広がる。さらに、地方公共団体

や学校法人の設置者が創意工夫をすることで特色

ある教育を推進できるなどがその理由であった
5t

1998年 6月 に学校教育法が改正され、中高一

貫学校は中等教育学校として第一条に規定され

る。この一ヶ月前、衆議院文教委員会は法制化を

前に附帯決議をまとめた。すなわち、一貫学校が

「受験準備に偏したいわゆる『受験エリート校』な

a偏 差値による学校間格差を助長することのな



いように十分に配慮すること」、「受験競争の低年

齢化を招くことのないように、十分に配慮すること」

がその内容であった
6も ところが、一貫教育が始

まって10年を経た今日、当初の理念は一変した。「公

立中高一貫教育は必要力」
つと題する2009年 9月

の新聞を読むと、中高一貫教育に公立学校が参入

したことで私立学校は強い危機感を抱いていた。

21世紀の教育改革は市場原理のもとに公立と私立

の垣根を取り払い、その結果、公立の一貫学校は

みごとに受験エリート校に変貌したからである。そ

して、いま、中高一貫教育のつぎに注目されるの

が小中一貫教育であった。

2.研究 開発学校 における実践 と課題

中高一貫教育が実現した 1998年 11月、文部

大臣竹山裕は「初等中等教育と高等教育の接続

の改善ついて」を中教審に諮問し、1999年 12月

に答申をまとめる。この答申は小中間の接続問

題に注目し、「児童・生徒の思春期の特徴が現れ

るため、心身の発達に応じて一貫性の継続的な

指導を行う必要」があると指摘、「教育内容や小

学校における専科指導の充実なども含めた指導

方法」
めの研究に着手すると表明した。こうして

2000年 4月、小中一貫・連携教育の研究開発学

校に広島県呉市立二河小学校・五番町小学校・

二河中学校など8校を指定、翌 2001年から新た

に品川区立第二日野小学校、日野中学校など5

校を加えた。その後、小中一貫教育は構造改革

特別区域制度や教育課程特例校制度を使いなが

ら次第にその数を増やしていく。

さて、研究開発学校が提起した課題とはなに

か、まずは小中一貫教育の先駆的役割を果たし

た呉市や品川区の実践を検証したい。月ヽ中一貫

教育を目的とする研究開発学校はいくつかある

が、なかでも呉市の二河小・五番町′jヽ・二河中 (以

下、呉 3校)と 品川区の日野第二小、日野中 (以玉

品川 2校)は、関連書籍や雑誌による情報発信

量の多さと新聞等のメデイアヘの露出度において

抜きん出ている。実際、当該校の見学や研究発

表会で両地域を訪れた教育関係者だけでも相当

な数であった9は 呉市と品川区の実践は小中一貫

教育の雛形として全国が注目した。

いま、なぜ小中一貫教育が必要なのか、この問

いに呉 3校は 6・ 3・ 3制が児童生徒の実態に合わ

なくなったと答える。子どもの身長、初潮年齢、自

尊感情、さらに不登校や問題行動の発生率を具体

的に示してその根拠とした。たとえlよ 30年前と

比べると子どもの身長が伸びる時期や初潮年齢が

早くなった。また、自尊感情も小学校高学年から

悪化する。すでに小 6と 中 1のあいだで区切る、

その区切り方が子どもの実態に合わない。そのため

に中1で不登校や問題行動が悪化したと指摘する。

研究開発学校として呉 3校が指定を受けた翌

年、品川 2校も指定を受けるが、同様の問題意

識であった。さらに、品川 2校は、「小学校教員

は『知識重視の画一的学習指導』『威圧的な生活

指導』と中学校に不信感をもち、逆に中学校の

教員は『基礎 。基本のり学力の定着』『基本的生

活習慣の定着』について小学校教員への不信感」
1°
があると指摘し、小中の教員でそれぞれ異な

る教育観や指導観を統一することも小中一貫教育

の重要な役割であるとした。このように文科省の

研究開発学校である呉 3校や品川 2校には当初

から明確な研究目的があった。

表 1は、呉 3校と品川2校が示した 6・ 3・ 3

制の課題と研究成果である。すでに述べたように、

「発達の加速化現象」「自尊感情 (自己肯定観 )

の変化」「不登校・問題行動の発生率」「中学生

活に対する不安」「中一ギャップ」を挙げて 6・ 3・

3制の課題を指摘し、「学力の向上」、「中学生活

に対する不安の解消」、「教職員の意識変化」を



6・ 3制の課題

。発達の加速化現象 (身長・初潮年齢)
・自尊感情の変化 (意識調査)
・不登校。問題行動の発生率
・中学生活に対する不安 (意識調査)

・学力の低下

(中一ギャップ=教科担任制、定期考査、英語科、

クラブ活動、生活指導方法)

・発達の加速化現象 (身長・体重)
・自己肯定観 (意識調査)
・不登校・問題行動の発生率
。中学生活に対する不安 (意識調査)
。小学校文化と中学校文化の乖離

注)呉市立五番町小学校 (他)編著『公立小中で創る一貫教育-4・ 3・ 2のカリキュラムが拓く新しい学び』ぎようせい

2005年、およびヽ 品川区立小中一貫校日野学園著『小中一貫の学校づくり』教育出版、2007年、より作成。

表 1 6・ 3制の課題と小中一貫教育の成果 (呉市と品川区を比較して)

り||

区

研究成果としてまとめた。呉や品川が示した課題

や成果は、のちに各地で取り組まれる小中一貫教

育のお手本となるが、研究開発学校として限られ

た期間内にその成果を求められたことで、エビデ

ンスに課題があると思われる。

1)教育効果の検証という課題

呉 3校や品川 2校は小中一貫教育の成果を児

童生徒の意識調査や定期考査から判断した。

ここに国語科の実践を紹介する。呉 3校は小

中一貫教育による授業づくりのメリットとして 3点

を挙げる。すなわち、① 9年間を見据えた授業

づくりができる、②小中の枠を越えた授業づくり

ができる、③国語科の基礎基本の定着を図るこ

とができる、であった。この「小中の枠を越えた

授業づくり」の核となる取り組みが 6。 7年と5・ 7

年の合同授業である。

たとえば、6。 7年の合同授業として単元「おす

すめの本は、これだ」がある
11:授
業内容は 6・

7年を縦割リグループに分け、それぞれグループ

ごとに読書発表をする活動である。ニュース解説

小中一貫教育の成果

・学力の向上 (定期考査を比較)
。中学生活に対する不安の減少 (意識調査)
・問題行動の減少
・教職員の意識変化 (意識調査)

・学力の向上 (国語、算数、理科、社会)
。中学生活に対する不安の減少 (意識調査)
・教職員の意識変化 (意識調査)

風に発表するグルース インタビュー形式で発表

するグルース ドラマや演劇仕立てで発表するグ
ループと、その内容は様々であった。この単元が

終わると児童生徒が授業を評価した。質問項目

は、「一緒の国語学習はよかつたか」、「まとめ方

や発表の仕方がわかったか、上手になった力」、「読

書が楽しくなった力」といった内容で、「とてもよυ」

「ややよい」「あまりよくない」「全くよくない」の 4

択で回答した。アンケートの結果をみると、たと

えば、「一緒の国語学習はよかったか」という質

問に8割を超える児童生徒が「とてもよV」「やや

よい」と回答した。ほかの項目も概ね同じような

傾向であった。こうした評価を受けて、呉 3校は

「学習を通して読書意欲が高まっていった」
2)と

評価した。しかし、日常的に接することのない先

輩 (7年)と後輩 (6年)が一緒に授業をすれば、

それだけで児童生徒はふだんとは異なる高揚感を

もつと予想できる。しかも、その活動が新しい取

組みであれlよ 教育活動に対するインセンティブ

はことさら強く働く。よって、どこに月ヽ中一貫教育

の成果があるか、意識調査だけで判断することは



早計である。

定期考査の結果もそのひとつである。図 1は呉

3校 9年生 (中 3)の 1学期期末考査を2001年

と2005年 で比較したものである。テストの結果

をなるべく正しく比較するために「同じ教師が同

じ程度の問題を意識して作成」
131す
るが、国語、

数学、英語、それぞれの教科で成績が上がった

ことがわかる。この結果も同様で、呉 3校は「特

に中期の小中をつなぐ部分でのつまずきをていね

いに指導していったことと、自尊感情の回復をね

らって『生き方学習』等で学習意欲の向上に取り

組んだ成果である」
Dと
高く評価し、「小中間の段

差を低くし、手当てをすることで、結果として学

力向上を図ることができ測 と結論づけた。

文科省の研究開発学校として全国初の小中一

貫教育に取り組むという環境の下で、いまなにを

すべきか、なにをしなければならないか、教員も

図 1 二河中学校・3学年 1学期末テストの比較

2001年度

□

児童生徒も極めて意識的であったと思われる。か

りに児童生徒の学力が向上したとしても、それが

小中一貫教育の成果かどうか、より慎重な判断が

必要だと思われる。

この傾向は品川 2校も同じである。品川も一貫

教育の成果を確かめるために児童生徒の学力調

査や意識調査を多用した
わ
な

たとえば、小学校 5・ 6年を対象とするステッ

プアップ学習 I(習熟度別学習)で「基礎・基本

が身に付いたと思いますか」と尋ねると、8割近

い児童が「身に付い測 と答えた。同じように「じ

ぶんのいいところがいえる力」 (1～ 4年 )、 「友達

の長所や短所がわかり、ほめたり注意したりでき

るか」(5～ 9年)など 市民科で人間関係力や

自他理解力が付いたかと尋ねると、これも8割を

超える児童が「付い測 と回答した“な

こうした方法で1年半の研究成果をまとめるが、

2005年度

→ >

□
け

→ 〉

～19211～ 30‐ 411‐ 3卜 ∞～ 70～ 80～ 90～

(出典)五番町小学校・二河小学校・二河中学校『公立小中学校で創る一貫教育Jぎょうせい、2005年 、157頁。



学力は確実に定着し、ステップアップ学習で基礎。

基本の能力が身に付き、さらに市民科によって児

童生徒の生活行動に関する意識は確実に高まった

と高く評価した。不登校や問題行動と一貫教育と

の関連だけは明確な根拠が不在であったが、品

川 2校も小中一貫教育の研究成果を強調する内

容であった。

しかし、繰り返すが、小学校 5・ 6年の児童に

学習の効果を聞けば、その多くは「はい」と答え

ると思われる。それは児童生徒が「わかった」の

ではなく、「お勉強をするとわかるようになる」と

いう単純な刷り込みがまだ支配的な年頃だからで

ある。いわ:よ 大人の期待に答えただけにすぎな

い。小学校レベルで教育の成果を当事者に聞く

方法がどれほど適切か、あらためて間う必要があ

る。こうして研究開発学校の小中一貫教育は明確

なエビデンスが不在のまま、その形式だけが全国

へ広まることになった。

2)早修型カリキュラムという課題

先の呉 3校国語科の取り組みをみると、中学校

の教師力Ⅵ 学ヽ生を指導する方法や、4年で学習す

るローマ字を3年から学習するなa相 対的に早
修型のカリキュラムが小中一貫教育の特徴となっ

ている。そこで品川区を中心に早修型カリキュラ

ムの具体例とその問題点を探った。

品川区は21世紀の教育改革を先進的に進めた

自治体である。区が作成した教育の将来計画「プ

ラン2」 にもとづいて 1999年から品川区の改革

は始まる。品川区といえlよ 学校選択制、外部

評価者制度、学力定着度調査などが有名だが、「学

校教育の質的転換」と「教師の意識改革」を最

終日標にこうした改革が行なわれたところにその

特徴がある
17な

2000年 に品川区力Ⅵ 中ヽ連携教育推進校を指定

すると、一貫教育の実践は本格化する。2002年

になると日野第 2小学校と日野中学校が研究開

発学校の指定を受け、さらに、翌年の 2003年に

は小中一貫特区として国の認可を受ける。すでに

学校選択制で改革の地均しを終えた品川区では、

小中一貫教育は滞ることなく進行する。2005年

には品川版学習指導要領といわれる『品川区小中

一貫教育要領』が完成し、2006年度から区内全

域で一貫教育を開始した。

『品川区小中一貫教育要領』をみると、早修型の

カリキュラムであることがわかる。たとえ|よ表 2は、

『品川区小中一貫教育要領』による漢字学年別配

当数 (2007年度)を『小学校学習指導要領』と

表 2 品川区における漢字学年別配当表 一全国と比較し‐← (2007年度)

全国 (学習指導要領 ) 品川区 (小中一貫教育要領 )

学年別配当数 合  計 学年別配当数 合 計

1年

2年 240

3年 285 525

4年

5年

6年 1006

注)『品川区教育指導要領」とF/1ヽ学校学習指導要領』より作成。



比較したものである。小 1、 2年の漢字配当数は

品川も学習指導要領と同じだが、小 3から基準

のおよそ 15倍と増え、小 5ま でに 1006字の習

得漢字すべてを終える。同じように算数をみると、

たとえば、小 5の「小数のかけ算、わり算」を小

4で学習するなa基 準より早く学習する単元が

全部で 21あった
螂:その結果、小学校の学年別

授業時間数も大きく変わる。

『小学校学習指導要領』(2004年 版 )、 新『学

習指導要領』(2011年 版 )、 『品川区小中一貫教

育要領』の順に、それぞれ授業時間数を学年別

に比較すると、小 1(782・ 850。 909)、 小 2(840。

910・ 968)、  /Jヽ 3(910。 945・ 1023)、  /1ヽ 4(945。

980。 1058)、  /1ヽ 5(945。 980・ 1096)、  /Jヽ 6(945・

980・ 1096)である。学力対策のために大幅に授

業時間を確保した新『学習指導要領』でさえ品川

の授業時間数に満たないことがわかる。

品川区の教育改革を強いリーダーシップで推進

した若月秀夫教育長は、「小学校 6年間で学ぶ内

容を4年で終えたり、5年生から中学 1年生の学

習を始めるということでありませ月
9と
、受験型

カリキュラムとは異なることを強調した。 しかし、
一方でカリキュラムの成果をみるために学力定着

度調査を実施しその結果を公表するなど 学校間

や教員間の競争意識を煽ることも改革の大きな目

的である。学校間の競争意識が高まるなかで早

修型カリキュラムが受験型に変わることは否定で

きない。たとえば、小中一貫校日野学園が 8年生

(中 2)を 対象に実施した 3泊 4日 の合宿は、学

習塾や予備校を彿彿させる 1日 12時間の特訓学

習であったことはその一例である
20ゝ

小中一貫教育と早修型カリキュラムは一体的で

ある場合が多い。1997年から石川県金沢市は市

内全小学校で小 3から英語活動を始めた。これ

は 1995年に生まれた「金沢世界都市構想」にも

とづく取組みで、2004年には「小中一貫英語教

育カリキュラム」を策定する。これによって小学校

で 35時間、中学校で 140時間 (標準は 105時間)

の英語授業を確保した。金沢市の児童生徒は小

3～中 3ま での 7年間に標準時数より週に付き1

時間多い英語を学ぶことになる。さらに、中 1の

英語教科書を小 6か ら使用し、中 3の 1学期ま

でに修了する私学なみの目標を掲げた。こうした

取組みによって、金沢市の英語が周辺地域と格差

を生む可能性は否定できない。また、早期からの

英語教育によって「英語嫌い」が増えたという報

告もあった
雛
t

2008年 4月から教育課程特例校制度が始まる

と、これまで以上に各学校で教育課程の弾力的

運用が可能となる。2010年 4月 は 160自 治体、

2,470校、また2011年 4月 は180自治体、2,511

校がこの市1度を利用し、ますます増える傾向にあ

る22tその中身をみると、小学校の外国語活動を

早期 (低・中学年)から実施する取組みが圧倒的

に多い。公立の小中一貫教育と早修型カリキュラ

ムが一体となって進行するなかで、教育の機会均

等の観点から地域格差や学力格差をどのように

是正するか、今後の大きな課題である。

3.構造改革特区の役割とその課題

1)小中一貫教育のダブルスタンダード

呉市や品川区の小中一貫教育に全国の自治体

や学校が注目した。この動きをさらに推進したの

が構造改革特区制度 (以下、特区)である。とこ

ろが、特区の小中一貫教育はその目的が研究開

発学校とは若干異なっていた。そこで、本章では

小中一貫教育の新たな目的を、特区の取り組みを

通して検証する。

2002年 に特区がスタートする。同年 4月、経

済財政諮問会議が特区を提案すると、翌 2003

年 4月 には特区の第 1回認定が行なわれた。そ



の後は、年 3回のペースで認定手続きが行なわれ

た。2011年 6月までに政府が認定した特区は1,115

件で、教育に関する特区は201件ある
23も そもそ

も特区とは地域を特定して規制緩和を進め、そ

の地域の活性化を図る制度である。たとえば、教

育に関する規制緩和として、構造改革特別区域研

究開発事業、学校設置会社による学校設置事業、

市町村費負担教職員任用事業などがあるが、そ

れぞれ教育課程の弾力化、民間会社による学校

設置、市町村ごとによる教員採用を認めた特例で

あった。

この構造改革特別区域研究開発事業 (教育課

程の弾力化)を使って小中一貫教育を推進した自

治体は 70件ある。そこで、自治体はなにを目的

に小中一貫教育を推進したか、申請の際に提出

した計画書
20か
ら探った。

特区が小中一貫教育に取り組む理由とはなに

か、その背景には不登校問題があった。小中一

貫教育で小中間の滑らかな接続を実現し、不登

校の原因だといわれる中 1ギヤップを解消する。

計画書を読むと、小中一貫教育の目的に不登校

の改善を挙げる特区が 23件あった。さらに、そ

の中身をみると、たとえば、「中 1で不登校になる

め生徒が激増する傾向」 (奈良市)、 「中 1になっ

た時点で 3倍近くに激増」(堺市)、 「中学校で全

国平均を上回る状況」(新居浜市)など 深刻な

不登校の実態を伝える言葉が並ぶ。しかし、中

学で不登校が約 3倍に増える傾向は全国どこでも

ほぼ同じである。とくに奈良市や堺市に特徴的な

問題ではない。

つぎに計画書から小中一貫教育の具体的活動

をみると、その多くが英語活動を挙げた。のちに

必修化する小学校の外国語活動に、このときす

でに取り組む特区が 65件あった。地域に根ざし

た郷土教育のような取り組みは、「ふるさとの時間」

(日向市)、 「うぶやま学」(産山市)、 「なら科」(奈

良市)など 10件しかない。

同じように、英語活動がなぜ必要なのか、その

理由を探ると、「英語の実践的コミュニケーション

能力を育成する」(水戸市)、 「国際社会に対応で

きる次代を担う人材を育成する」(松本市)、 「21世

紀を迎え本格的な国際社会が進む中、『英語科』

の活動を通して子どもたちの自発性や積極性の芽

を早い時期から伸ばしていく」(津市)なこ ここ

でも在り来りな言葉が並らび英語活動がとくに必

要だと思われる強い根拠は見当たらない。これは

不登校や英語活動力測 中ヽ一貫教育の目的ではなく

手段であるためだと考える。では教育特区の目的

とはなにか、その背景をより広い視野から探った。

第 1は文科省の教育改革である。1997年 に

中教審が「21世紀を展望した我が国の教育の在

り方について (第 2次答申)」 を出した。さらに、

翌 1998年には「今後の地方教育行政の在り方に

ついて (答申)」 をまとめている。これら答申が打

ち出した「特色ある学校づくり」は、全国の学校

に大きな影響を与える。その結果、「特色ある学

校づくり」として小中一貫教育が注目される。そ

の際の便利なシステムが特区である。小中一貫教

育で進める英語活動、郷土教育、新教科なども、

結局は「特色ある学校づくり」の手段であったと

考える。

小中一貫教育を進める第 2の理由が少子化、

過疎化対策である。特区の計画書をみると、「今

後、児童・生徒数の減少による学校統廃合を視

野に入れながら、全域に特区の区域を拡大してい

く」(三笠市)、 「学校規模の縮小に伴う教員数の

減少等による教育水準の低下が懸念されるなか、

小中高間での相互乗り入れ授業や小学校高学年

で一部教科担任制を導入することなどにより現状

以上の教育実践及び教育効果が期待できる」 (佐

世保市)、 「一定規模の学習集団による教育効果

を確保する観点から、統廃合を含めた学校の適



正規模の確保や適正配置が急務」(佐伯市)の

ように、小中一貫教育を少子化、過疎化対策とし

て捉えた特区が 20件あった。研究開発学校とし

て全国から注目された呉市も、小中一貫教育に着

目した背景には児童生徒数の減少に伴う学校統

廃合問題があった25な ょって、特区の計画書の中

に明記しなくとも、少子化、過疎化対策として小

中一貫教育を進める自治体は相当数あると予想で

きる。

むろん、文科省もこうした動きは熟知する。目

まぐるしく改革が進む 2004年 8月 、文科大臣河

村健夫は、その本丸である 6・ 3・ 3制を見直すた

めに「義務教育改革案 (河村プラン)」 を発表し

た。ところが、あまりにも拙速な提案だと厳しい

批判を受ける。すぐに河村は、「6・ 3制そのもの

を見直そうと言っているわけではない」と弁解し

た。しかし、「過疎で小中学校が一緒にやる必要

がある地方は弾力的にやればよい」
20と
、過疎や

少子化による小中一貫教育だけは引き続き認めた

のである。

小中一貫特区のひとつに宮崎県日向市がある。

かつて教育長であった宮副正克氏は特区導入時

を振り返って次のように述べていた。

本市教育委員会では、このような国の動向 (規

制改革の動き)を千載一遇の好機と受け止め、

特例措置による規制緩和を有効に活用し、本

市の実態が抱える深刻な教育的課題に対処し

たいと考えたところである。本市は、平成 17

年 7月 に内閣府から構造改革特区の認定を受

け、教育特区としての全市を対象とした小 。中

一貫教育を進めることとしたのである。現在、

地方都市である本市でも、少子化傾向ともに、

地域によっては過疎化現象が顕著となり、その

上で、市町村合併による広域化が同時進行して

いる現状にある。ことに、学校と地域の依存

関係は深く、学校が、地域が、「元気」になる

願いとそれに答える挑戦はこれからも続くこと

になる(括弧は筆者)27な

過疎化、少子化のもとで小学校と中学校を統

合し効率的な施設と人材を提供する、この目的

を達成する手段として「特色ある学校づくり」と

「構造改革特区制度」は絶好のタイミングで登場

したのである。特区の計画書をみると、特区元年

の 2003年に過疎化や少子化に言及する計画書

は、11自治体中わずかに1自治体であった。と

ころが、2006年は 19自 治体のうち9自治体が、

また 2007年は 5自治体のうち 3自治体が該当す

る。小中一貫教育を使って学校統廃合を進める

自治体が増加したことがわかる。このように刀ヽ中

一貫教育には学校種間の滑らかな接続をめざすと

いう課題のほかに自治体や学校ごとに様々な目的

があった。

2)学年を区分する言説

「小中一貫教育によって、学校が変わる、教師

が変わる、授業がかわる、子どもがかわる」といっ

たキャッチフレーズをよく聞く。教育改革の旗頭と

して注目を集めた小中一貫教育だが、一方で拙

速な改革のために残された課題も多い。そのひと

つが教育効果のエビデンスであることは既に述べ

た。広い視野からいえば教育の機会均等の観点

から学力格差や地域格差をいかに是正するかと

いった重要な課題もある。こうした課題のひとつ

に学年区分 (ステージ)問題がある。

小中一貫教育は小学校 6年と中学校 3年をま

とめて 9年の一貫教育にした。つまり、これまで

の学年区分を取り払い、同一のステージにしてス

ムーズな接続を実現することがひとつの目標であ

る。一方で、心理的発達、身体的発達、学習内

容、学習量等を考慮して6と 3に代わる新たな学



年区分を設定する取組みも必要になる。たとえば、

最初に小中一貫教育の取組みを始めた呉 3校は、

子どもの発達や学習に着目して1～ 4年、5～ 7

年、8～ 9年の「4。 3・ 刻 区分を採用した。1～

4年の基礎・基本を繰り返して習熟を図る反復期、

5～ 7年の中期は基礎・基本を生かして論理的思

考力を養う活用期、8～ 9年の後期は基礎・基

本を応用して個性を探り、その再構成を図る発展

期と位置付けている
28tこのほかにも様 な々学校

がそれぞれ独自に根拠を示し学年区分を定めて

いた。

表 3は、新たな学年区分を採用したおもな特区

(自治体)とその根拠をまとめたものである。す

でに述べたが、小中一貫教育を進めた特区は全

部で 70件あった。その中で新しい学年区分は

「4・ 3・ 2」 が 19件、「5。 4j「 5。 2。 2」「4・ 5」「3・ 4・

2」「2・ 4。 3」「2・ 3・ 姐「2・ 2・ 3・ 刻 が各 1件で

合計 26件ある。「6・ 3」 に代わる区分は「4。 3・ 2」

表 3 新たな学年区分とその根拠

が圧倒的に多いことがわかる。むろん、44件の

特区が「6・ 3」 を維持したことを考えると新たな

学年区分が必ずしも必要だとはいえないが、ここ

で注目すべきはその根拠である。

学年区分の根拠には、「身体発達の加速化」、

「中一ギャップの解消」、「学力差の是正」、「英語

指導上の都合」など学校の現実的課題を挙げる

場合と、「発達心理学」や門歯科学」など科学的、

理論的背景を挙げる場合とがあった。たとえば、

「発達心理学」は、ビアジェの具体操作期と形

式操作期を使って発達段階から学年を区分した。

また、団肖科学」は、「脳のシナプス密度の最も高

い時期までを前期 (1～ 4年 )、 その後密度が低

下していく時期を中期 (5～ 7年)として区列  (括

弧は筆者)29する極めて専門的な知識からの判断

であった。ところが、同じ「中一ギヤップ」を根

拠としながら「5。 4j「 5・ 2・ 2」「4・ 5」「2・ 3・ 4」

の4パターンがある。同様に「発達心理判 を背

学年区分 地域名 (例 ) 新たな区分の根拠

4・ 3・ 2

広島県呉市

東京都品川区

京都府京都市

福岡県宗像市 (等 )

・身体発達の加速化
・不登校、問題行動発生率の変化
・発達心理学 (ピアジェ論、自尊感情)
。中一ギヤップの解消
・脳科学

・大阪府柏原市 中一ギャップの解消

5・ 2・ 2 熊本県産山市 中一ギヤップの解消

・広島県広島市 ・中一ギャップの解消、学力格差の是正

3・ 4・ 2 ・官城県登米市 ・発達心理学

2・ 4・ 3 ・岡山県倉敷市
・英語指導上の都合 (幼 2か らの英語)
・発達心理学

2・ 3・ 4 北海道三笠市

・脳科学
・発達心理学
・身体発達の加速化
。中一ギャップの解消

2・ 2・ 3・ 2 静岡県沼津市 ・英語指導上の都合

注)「特区」計画書及び研究報告書から作成。



景にしても「4。 3・四「「3・ 4・刻「2・ 4・ 3」「2・ 3・劉

の 4パターンがあった。最近とくにその進歩が著

しいといわれる門肖科学」でさえ「4・ 3・ 2」 と「2・

3・ 4」 の2パターンがある。これは「科学的」根

拠といいながら、その判断はかなり曖味にならざ

るを得ないという証左である。

このほかにも課題はある。第 1に、小・中が同

一ステージになることで、小学校や中学校がそれ

ぞれもつ文化や特徴が一律に平準化される可能

性がある。また、子どもによっては、進学で気分

を一新する機会が失われることにもなる。第2に、

新たに設定した学年区分が新しい「中一ギャップ」

を生む可能性も否定できない。第3に、学年区分

の根拠に偏りがある。小中一貫教育はとくに小 6

と中 1の接続に強い関心を向けた。そのために特

区で導入した新しい学年区分はすべて小 6と中 1

が同じステージにある。ところが、「2・ 3・劉 や「2・

4。 2」 で小 2と小 3を区分する根拠や、「4・ 3・ 刻

や「5。 2・ 2」 で中 1と中2を区分する根拠はほと

んど示されていない。「l肖科学」を根拠に「4・ 3・ 2」

区分を決めた宗像市も「中期と後期の区分につい

ては、脳科学的根拠は明確ではありませんF° と

素直にその事実を認めるが、どの学年区分も小 6

と中 1を繋ぐことだけに一生懸命であった。

3)不登校の改善とその効果

小中一貫教育は不登校問題の改善に効果があ

ると期待された。最近の不登校に関する統計をみ

ると、この10年で最も不登校児童生徒数が多い

2001年が 138,722人、その後は少しずつ減少し9

年後の2010年 は 114,971人で 2万人以上の大幅

な減少であった。ところが、少子化にともなう児

童生徒数の減少を考慮して 不登校数をその割合

からみると、2001年 が 1.23%、 2010年 が 1.14%

である。さらに不登校が深刻だといわれる中学校

に限ると、2001年が 2.81%、 2010年が 2.74%で微々

たる減少であった
mな
不登校は相変わらず学校教

育の深刻な課題であることがわかる。

不登校は中 1だけの問題ではない。たとえば、

2001年の不登校児童生徒数の内訳は、小学校が

26,5H人、中学校が 112,211人である。これを

学年別にみると、月ヽ 1は 1,414人で学年が上がる

ごとに少しずつ増加し、小 6が 8,442人、中 1が

24,293人、 中 2が 38,954人、 中 3が 46,966人

である。たしかに小 6から中 1に変わると15,851

人という大幅な増加がある。 しかし、中 2の

14,661人増や中 3の 8,012人増も注目すべき数値

である。

不登校問題に関する調査研究協力者会議が不

登校の起因調査をしたところ、小学生が、学校

(19,7%)、 家庭 (28.9%)、 本人 (36.9%)、 その他

(8.2%)で ある。中学生は、学校 (40.2%)、 家庭

(16.8%)、 本人 (34.6%)、 その他 (3.2%)であっ

た
32tさ
らに、国立教育政策研究所の調査によ

れば、中 1で不登校になる生徒の半数は小学校

時代に不登校の経験があった
33な こぅした報告を

みると、不登校問題は小 。中の生活全体を見渡し

て検証する課題である。不登校 =「中 1ギャップ」

の改善に小中一貫教育が極めて有効だとする言

説が、やや一人歩きしたように思える。

不登校の解消を大きな目標に掲げた小中一貫教

育だが、それは品川区も同様であった。ここに品

川区が特区の申請に際して示した不登校対策の数

値目標を挙げる。

品川区不登校対策の目標

不登校の児童 。生徒は、平成 12年度には小学

校は 40人、中学校は 160人を越えていたが、

教育改革に取り組んで 4年、その数は年々確

実に減少し、現在は 1～ 2割減となっている。

小中一貫校を複数開設し、そのカリキュラムが

完全に機能し始める平成 20年度までには 1/



3程度に減少させ、さらにその研究成果が小中

連携校や既存の学校生活に生かされていく平

成 25年度には、小中一貫校を中心にこの数を

限りなく0に近づけていくことを目標とする
34t

表 4は不登校児童生徒数の変化について、品

川区、呉市、全国の統計をまとめたものである。

2000年は品川区や呉市が小中一貫教育を開始し

た時期、2008年 は品川区が全域で小中一貫教育

を進めた 3年目、また呉市が全市で小中一貫教

育を進める統廃合基本計画を策定して4年 目の

時期にあたる。

この表をみると、品川区の小学校不登校児童

生徒の割合は 038%か ら0.35%へ 減少する。逆

に中学校は 2.45%から3.16%へと増加した。また

2008年度の品川区を全国と比較すると、品川区は

全国よりその割合が高い。不登校を「 (小中一貫 )

カリキュラムが完全に機能し始める平成 20年度

までには 1/3程度に減少」させることが品川区
の目標だったが、まったく改善していない。これ

は呉市も同様で、表をみるかぎり小中一貫教育の

効果は見当たらない。

おわりに

小中一貫教育に関する様々な課題について言及

したが、最後に、この取組みを教職員や児童生

徒がどのように捉えていたか、品川区を例に紹介

したい。

2007年に品川区教育委員会と東京大学大学院

教育行政学研究室が共同で区内教職員を対象に

意識調査を実施した35な 月、中一貫教育に関する

質問項目をみると、まず「教育改革の方法として

品川区小中一貫教育は有効だと思いますか」の

質問に、校長 (94.2%)、 主幹教諭 (690%)、 教

諭 (24.6%)、 養護教諭 (11.8%)が「有効だ」と

回答した。管理職と教諭との間に大きな差がある。

この傾向は他項目も同じで、「義務教育 9年間を

4・ 3・ 2のまとまりで考えることは有効だと思いま

す力」 との質問に、校長 (86.5%)、 教諭 (26.5%)、

養護教諭 (13.7%)が賛成した。さらに、「小中

一貫教育が始まって、以前よりご自身の指導観や

評価観が変わりました力」 と尋ねると、約三分の

一の教諭 (32%)が賛同した。

表 4 品川区・呉市の不登校児童生徒数の変化

品 川 区 呉 市 全 国

2000年度

(H12)

小学校  43人
(038%)

中学校 138人
(245%)

小学校 170人

(122%)

小学校 26.378人

(035%)

中学校 10■ 913人

(262%)

中学校 283人

(395%)

2008年度

(H.20)

小学校 44人
(035%)

小学校 53人

(041%)

小学校 22,652人

(031%)

中学校 103,985人

(289%)

中学校 131人

(316%)

中学校 221人

(358%)

注 1)「東京都学校基本調査報告」、「広島の統計」、「学校基本調査」より作成。

注 2)(%)は不登校児童生徒数/在籍児童生徒数X100。
注 3)呉市 (2000年 度)の「不登校」は、「病気」「経済的理由」による欠席も含む。



管理職と教諭とのあいだにこうした意識の違い

が生じる背景には、学校選択制や小中一貫教育

など品川区の教育改革がトップダウンで進められ

たためだと思われる。たとえば、「品川区の学校・

教育改革はやり甲斐があり、自らも取り組みたい

ので、もう少し品川区に留まり管理職 (仕事)を

続けたいか」という質問に、校長 (78.3%)や 副

校長 (72.3%)はやる気をみせるが、教諭 (12.9%)

は極めて消極的であった。

2011年 3月、品川区は「小学校 6年生の保護

者および児童へのアンケート調査」を実施した36t

この調査によると、2011年度公立中学入学予定

者 1,230人の中で指定校 (校区の学校)を選択

した児童が 801人 (65.12%)、 指定校以外の公

立学校選択者が 379人 (30.81%)で あった。学

校を選択した理由を尋ねると、「学校の近さや通

学のしやすさ」(59.67%)や 、「友人関係から」

(40.81%)が圧倒的に多く、ついで「兄弟が通学

しているから」(18.78%)であった (複数回答可)。

「小中一貫教育」を理由に挙げた児童は13.74%で、

施設一体型希望者が 732%、 分離型が 585%と

分れていた。学校を選択する際の条件として、小

中一貫教育はとくに強い判断材料ではなかった。

品川区の小中一貫教育をみるかぎり、自治体、

教育委員会、管理職など改革を推進する側と、一

般教諭や保護者とのあいだに、その評価をめぐっ

てかなりの温度差があることがわかる。過疎や少

子化でやむを得ず小中一貫教育を導入する場合を

除けば、本稿で挙げた様々な課題をひとつひとつ

地道に検証する作業が今後も必要であると思わ

れる。
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